
１ 予算規模
（単位：千円、％）

現計予算額 7月補正額 累計額 令和３年度 令和３年度

対現計予算比 対前年同期比 7月補正額 同期予算額

A B C(A+B) C/A C/E D E

123,091,135 965,420 124,056,555 100.8 107.1 115,792,659

79,452,590 79,452,590 100.0 100.4 79,116,543

169,649,323 10,000 169,659,323 100.0 117.1 144,925,269

372,193,048 975,420 373,168,468 100.3 109.8 339,834,471

２ 予算の概要

１ 市民生活の負担軽減対策 761 百万円
（１）未就学児子育て世帯応援給付金給付事業

（２）学校給食費支援事業

・食材高騰対策

・保護者負担軽減

（３）水道料金支援事業

２ 事業者の負担軽減対策 214 百万円
（１）公衆浴場確保対策特別支援事業

（２）肥料等高騰対策農業者支援事業

（３）飼料等高騰対策畜産農家支援事業

（４）地方卸売市場事業者事業継続支援事業

（５）国際旅客運送停止の影響等を受けた事業者支援事業

※公債管理特別会計の予算額は、他の会計の公債費と重複するため除外しています。

 令和４年度7月補正予算案は、原油価格・物価高騰の影響を受けた市民や事業者の負担の軽減を
実施するため、６月補正予算編成後、早期に新たな対応が必要となった事項に係る経費を計上していま
す。

令和4年度 下関市 7月補正予算案の概要

区分

一般会計

特別会計

企業会計

合 計
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３ 事業一覧

予算額（千円）

１ 市民生活の負担軽減対策 761,700

ｱ 未就学児子育て世帯応援給付金給付事業 <こども家庭支援課> 160,000

 ※支給内容：未就学児１人当たり1万5千円を支給

ｲ 学校給食費支援事業 <学校保健給食課> 281,700

 ※別途、歳入組替補正あり（保護者負担軽減分） △1億1,030万円

ｳ 水道料金支援事業 <上下水道局お客さまサービス課>

10,000
310,000

２ 事業者の負担軽減対策 213,720

ｱ 公衆浴場確保対策特別支援事業 <生活衛生課> 4,000

 ※補助内容：経営支援金30万円・燃料補助上限30万円

コロナ禍における物価高騰の影響を受けている市立小・中学校の学校給食の
食材料費に対し、令和４年度２学期より給食実施の維持・確保のため食材
費の物価高騰分に対応するとともに、子育て世帯の生活支援のため、給食費
の一部について保護者負担の軽減を実施（2･3学期134日分）

原油価格や物価高騰の影響を受けている市民等を支援するため、令和４年
８月検針分から令和５年１月検針分までの３期分（６か月分）の水道料
金の10％減額を実施

事業名

燃料高騰の影響を受けている公衆浴場の経営安定化を図るため、浴場を健
康推進の地域拠点とする取り組みに対する支援金及び燃料費負担増に対す
る支援金を給付

食費等の物価高騰等に直面する子育て世帯の生活を支援するための給付金
を給付

（一般会計補正）

（水道事業会計補正）

学校給食1食あたりの給食費・保護者負担

給食費 保護者負担

現行 小学校 260円 260円 小学校 290円 （+30円） 130円 （△130円）

中学校 300円 300円 中学校 335円 （+35円） 150円 （△150円）

給食費 保護者負担

2学期～
3学期

水道事業会計補正

収益的収入 10,000千円

給水収益 △300,000千円 一般会計補正

他会計補助金 310,000千円 水道事業会計補助金 310,000千円

収益的支出 10,000千円

内訳 業務費
（システム改修）

10,000千円

内訳
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予算額（千円）事業名

ｲ 肥料等高騰対策農業者支援事業 <農業振興課> 90,000

 ※補助内容：作付面積10a当たり2,000円

ｳ 飼料等高騰対策畜産農家支援事業 <農業振興課> 30,000

 ※補助内容：酪農家9,000円/頭、和牛生産・肥育農家等6,000円/頭
       養鶏農家等30円/羽  （上限200万円）

ｴ 地方卸売市場事業者事業継続支援事業 <市場流通課> 35,400

 ※補助内容：施設使用料の25％相当額を8か月分補助

ｵ 国際旅客運送停止の影響等を受けた事業者支援事業 <港湾局経営課> 54,320

飼料価格の高騰により影響を受けている畜産農家等に対し、今後の安定的な
事業継続のための支援金を給付

肥料をはじめとする資材の高騰により影響を受けている農業者等に対し、経営
の安定と継続を図るための支援金を給付

国際旅客運送停止の影響を受けている国際定期航路関係事業者、及び集
客減少、原材料価格の高騰等により経営に影響を受けている下関商業開発
（株）に対して、施設使用料、土地貸付料の減免・減額による支援を実施

コロナ禍や物価高騰等の影響で売上が低迷している地方卸売市場内の事業
者に対し、今後の安定的な事業継続のための支援金を給付

 ◇港湾特別会計繰出金の増額
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４ 一般会計の状況（款別内訳）
（単位：千円、％）

現計予算額 ７月補正額 累計額
令和３年度
同期予算額

増減比

A B C(A+B) D (C-D)/D

32,818,757 32,818,757 32,527,421 0.9

8,226,849 8,226,849 7,475,336 10.1

26,179,094 26,179,094 23,435,636 11.7

501,002 501,002 568,045 △ 11.8

3,579,017 3,579,017 3,624,321 △ 1.2

23,044,929 780,581 23,825,510 19,874,041 19.9

9,730,308 9,730,308 8,384,527 16.1

257,779 257,779 214,515 20.2

3,731,306 3,731,306 1,824,907 104.5

765,971 295,139 1,061,110 600,000 76.9

6,443,519 △ 110,300 6,333,219 6,345,248 △ 0.2

7,812,604 7,812,604 10,918,662 △ 28.4

123,091,135 965,420 124,056,555 115,792,659 7.1

575,860 575,860 575,291 0.1

11,075,229 11,075,229 9,711,808 14.0

47,737,748 160,000 47,897,748 46,930,066 2.1

13,271,616 314,000 13,585,616 10,702,267 26.9

197,829 197,829 214,731 △ 7.9

4,138,470 155,400 4,293,870 3,723,799 15.3

6,293,332 6,293,332 5,727,283 9.9

14,570,211 54,320 14,624,531 12,772,028 14.5

3,398,837 3,398,837 3,257,323 4.3

8,583,766 281,700 8,865,466 8,122,578 9.1

55,000 55,000 50,000 10.0

13,093,237 13,093,237 13,905,485 △ 5.8

100,000 100,000 100,000 0.0

123,091,135 965,420 124,056,555 115,792,659 7.1

分担金及び負担金

使用料及び手数料

区   分

歳
 
 
 
入

市 税

譲与税、交付金等

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

計

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

寄 附 金 、 諸 収 入

市 債

歳
 
 
 
出

議 会 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

土 木 費

消 防 費

労 働 費

計

農 林 水 産 業 費

商 工 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

- 4 -


